
事業番号 - - -

（ ）

本事業は、文化財の維持管理、記録保存、文化財指定のための調査、知識の向上を図るための講習会など、文化財の保存・活用等のために必要な事務事業を実施するものであ
り、着実な実施が求められる。

令和6年度要求

-

-

-

107.1

(目)

(目)

16

　

　

　

(目)

14 14

1

21

職員旅費

庁費

国宝重要文化財出陳給与金

非常勤職員手当

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
61%

主な増減理由（・要望額・予備費）

59%

令和6年度要求

事業概要URL
-

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 118.8

23

76%

39

執行率（％）
=(G)/(F)

61% 59% 76%

文化財保存事業費

(目)

2023 文科 22 0425

文部科学省

政策 12　文化芸術の振興

事業の目的
（5行程度以内）

貴重な国民的財産である文化財を適切に保護するための各種事務を実施し、次世代に確実に継承することを目的とする。

文化資源活用課
文化資源活用課長　齋藤憲一郎
文化財第一課長　三輪善英
文化財第二課長　田中禎彦

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

文化財保護法 第1条、第41条、第45条第2項、第48条、第52条第1項、
第55条第3項、第98条第3項、第131条第2項、第156条
重要美術品等ノ保存ニ関スル法律 第2条
銃砲刀剣類所持等取締法

関係する
計画、通知等

文化芸術推進基本計画（平成30年3月6日閣議決定）

事業名 文化財保護共通費 担当部局庁 文化庁 作成責任者

事業開始年度

施策 12-1 文化芸術の創造・発展・継承と教育の充実

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20210922-mxt_kanseisk02-
000017742-12_1.pdf

-

昭和25年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) ▲ 7 ▲ 1 -

-

-

107.1

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 97.9 96.4 100.6 118.8 107.1

- - -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

１．文化財保存活用事務処理：文化財保護法において規定されている事務、文化財に関する条約の締結による施策等を実施する。また、古美術品の所有者からの輸出申請に対
し、国宝、重要文化財、重要美術品等認定物件に該当しない旨の証明書を発行する。
２．調査：文化財指定等のための調査を実施する。
３．保存管理：文化財の維持管理、記録保存等に必要な事務（国有文化財維持管理、管理台帳等作成・整備等）を実施する。
４．普及活用（重要文化財等公開）：適切な施設での国指定文化財の公開を促進することにより文化財の滅失等を防ぐため、国指定文化財の所有者に対して国立博物館等の施設
での公開について勧告又は承認を行うとともに、所有者に出陳給与金を支給する。
５．講習会等：美術工芸品修理技術者、美術刀剣類製作者、文化財建造物の修理技術者等を対象に、より高度な知識・技術の取得を目的とした講習会を実施する。
６．補助金事務費：補助事業実施に関する調査・指導を実施する。
７．銃砲刀剣類登録事務円滑化：美術工芸品として価値のある銃砲刀剣類の登録を円滑に進め、将来の国指定文化財の滅失の可能性を低減させるため、銃砲刀剣類の登録につ
いて銃砲刀剣類登録鑑定実技講習会等を行い、登録審査委員の鑑定の資質の向上と事務の効率化・円滑化を図る。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 55.8 56.2 76.1

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

90.9 95.4 100.6 118.8

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 委員等旅費 7 7

翌年度へ繰越し（D) - - - -

40

38

1

※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しな
い場合がある。

重要政策推進枠　13百万円

(目) 諸謝金 3 3



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

件 - - -

目標値 件 - - -

文化財の保存・活用のため、文化財指定等のための調査、記録保存、文化財の維持管理、普及活用等の業務を遂行する。また、美術工芸品修理技術者、美術刀
剣類製作者、文化財建造物の修理技術者等を対象に、より高度な知識・技術の取得を目的とした講習会を実施する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

文化審議会文化財分科会議事要旨（第236回～第247回）

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 件

- -

4

活動目標 活動指標

4

件 3

↓

活動内容①
（アクティビティ）

講習会の実施 講習会の実施件数
活動実績

- 年度

毎年度の滅失・毀損による国指定文化
財の解除件数を０にする。

滅失・毀損による国指定文化
財の解除件数

達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

-

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

1

-

-％

3

貴重な国民的財産である文化財を保護するための各種業務であり、適切な保存活用が行われる結果、国指定等文化財の解除は発生せず、次世代に継承される
ことから、長期アウトカムに設定した。

-

-

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

貴重な国民的財産である文化財を確実に次世代に継承することを目的として、日々着実に遂行し続けることが求められる各種業務であり、期間を区切って評価を
することにはなじまないため、文化財保護行政の趣旨である文化財保護、継承が図られていることを示す指標として、解除件数のみを設定した。

44 4

成果実績



-

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

平成26年度 372

備考

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 411

平成25年度 377

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

事業効果を適切に図るためのアウトカムが複数設定できないか引き続き検討する。また、不用についてはその要因を分析し、適切な予算執行に努める。

事業内容の一部改善

執行等改善

368

平成30年度 358

平成23年度 388

引き続き契約の競争性・透明性を確保し、執行の更なる効率化に努めるとともに、計画的な事業の実施による執行率の向上を図る。

H30年度において、9.8百万円の流用を行っている。

関連する過去のレビューシートの事業番号

令和元年度

平成28年度 348

平成29年度 357

令和3年度

平成27年度

令和2年度 文部科学省 0357

令和4年度 2022 文科 21 0388

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0354

-

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

-
点検結果

本事業は、文化財の維持管理、記録保存、文化財指定のための調査、知識の向上を図る
ための講習会など、文化財の保存・活用等のために必要な事務事業を実施するものであ
り、成果目標及び成果実績からみて十分な成果を挙げている。

アウトカムが複数段階設定できないとしているものについて、事業効果を適切に測るために複数設定できないか、引き続き検討すべきである。また、連続して不用
額が生じていることから、不用額が生じたより詳細な要因を分析したうえで、予算額の見直し等を検討すべきである。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外



　

支出先上位１０者リスト

A.

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

借損料 保管・調査室の賃貸借 3.8

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 3.8 計

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 独立行政法人国立文化財機構 3010505001183
文化庁所有文化財等の保管
及び調査室の賃貸借

3.8 その他 - 100％ -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

文化庁
７６．１百万円

保存管理

文化財の維持管理、記録保存等に必要

な事務（国有文化財維持管理、管理台

帳等作成・整備、褒賞等）を実施する。

請負【随意契約（その他）】

Ａ．
（独）国立文化財機構

東京国立博物館
３．８百万円

文化財収蔵庫の賃借

非常勤職員手当 １６．１百万円
諸謝金  ３．５百万円
職員旅費 ２０．３百万円
委員等旅費  ５．８百万円

庁費 １７．２百万円
国宝重要文化財出陳給与金 １２．９百万円
日本伝統工芸展褒賞金 ０．３百万円

を含む

※庁費は消耗品の購入等であり、１件１００万円以上のものはない。

※金額は単位未満四捨五入していることから、合計が一致しないことがあ

る。


	行政事業レビューシート

